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　まえがき
　第二次世界大戦後のドイツの国際的地位の研究の目的
は，端的に言えぽ，第一に，「現在のドイツには，いくっ
の国家が存在するのか」，という設問によって，それを，
表現することができる。そして，第二には，その国家権
力は，何に基づいているのかを検討する。そして，第三
に，それらの検討を通じて，国家とは何か，を解明する
てがかりを，えようとするものである。
　第一の点について言うならば，五つほどの回答が可能
であろう。1は，ドイツラントー国家のみが存在すると
する。2は，ドイッ連邦共和国とドイツ民主共和国の二
つの国家の存在を認める。3は，東西両ドイツ国家のほ
かに，西ベルリソにも，一種の独自の国家性を認め，結
局，三つの国家を認める。4は，第二次世界大戦前のド
イツ国家Deutsches　Reichが，法的にも現在もなお存
続しているものと考え，東西ドイツ，ベルリンと合わせ
て，四つの国家が存在するとする。5は，ドイツ連邦共
和国の各ラソト（一〇の邦）にも国家性を認め，結局，
一四の国家が存在する，との考えである。さらに，これ
らの組み合わせによって，これと異なった考え方も，論
理上可能である。さらに，現在の前記のドイツ国家は，
何れも主権を持っておらず，従って，現在ドイツには，
国際法上の国家は存在しないとの説さえも可能である。
　第二の点について言うならぽ，1は，国民の意思を根
拠とする。2は，占領国であった連合国が掌握した最高
権力を根拠とする。そして，3は，第二次世界大戦前の
ドイツ国Deutsches　Reichとの継続性を根拠とするも
のである。
　一　連合軍による分割占領
　第二次世界大戦後，全ドイツを代表する中央政府は壊
滅し，ソ米英仏4国政府がドイツの最高権力を掌握する
に至った。
　1945年5月8日ランスの赤い屋根の小学校の校舎で行
なわれた「ドイツ軍の軍事降伏条項」の署名は，軍事行
動の停止，武装解除等の専ら軍事的措置だけを定めたも
のであった。それは，ドイツの占領の形態をも規定せず，
すでに，当時事実上ドィッ全土は，連合国の全面的占領
下にあった。ヒトラーのあとを継いだデーニッツの政府
を，連合国側は，ドイツを代表する中央政府とは認め
ず，単なる捕虜として取り扱った。このようにして，ド
イツには中央政府は存在しなくなった。
　第二次世界大戦後における目本の占領が，降伏文書調
印という交戦国間の合意に基づく特殊な形態の占領とし
て「戦後占領」などと呼ばれ，戦時占領よりも保障占領
に近い性格を持ち，その占領下に日本の数々の改革が行
なわれた。それに対して，ドイツの場合は，文字通り無
条件降伏であって，中央政府の崩壊と相侯って，一種の
戦亡状態となり，国際法上の行為能力を喪失するに至っ
た。
　従来の伝統的国際法の考え方からすれば，このような
状態の場合には，征服が実現したことになり，被征服国
は，国際法上の権利能力も同時に喪失し，被占領地域
は，無主地として占領国が一方的にそれを併合すること
ができ，それによって，被征服国は消滅し，戦争も，そ
れによって終了することになるはずであった。
　しかし，第二次大戦においては，連合国は，征服の意
図を持たず，領土拡大の意思も無い旨を表明していた。
それゆえ，連合国は，ドイツの行為能力は喪失させた
が，権利能力は依然として保持させる態度を取った。
　1942年の大西洋憲章Atlantic　Charter（8．14）におい
て，すでに，「両国（米英）は，領土的その他の増大をも
とめない」と宣言していたが，その趣旨は，1942年の連
合国共同宣言Joint　Declaration　of　the　United　Nations
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（1．1）にも採用され，フラソスも，後にこれに加わっ
た（1945．1．1）。クリミア宣言（1945．2．14）も，ドイツ
の「占領および管理」について規定していたが，征服の
意思は表示せず，1945年のドイツの敗北および英米ソ仏
政府のドイツ最高権力掌握に関する宣言Declaration
regarding　the　defereat　of　Germany　and　assumption
of　supreme　aut　hority　With　respect　to　Germany　by
the　Gevernment　of　the　United　Kingdom，　the　United
States，　the　USSR　and　the　Provisional　Government
of　the　French　Republic（6．5いわゆるベルリン宣言）
は，これら4国がドイツ政府，ドイツ最高司令部，およ
び邦，市，町村の一切の政府もしくは官庁が有していた
一切の権力を含むドイツにおける最高権力を掌握するこ
とを明らかにしつつ，特に，それは，ドイツの併合では
ないと断わっていた。
　二　米英両占領地区の統合
　連合国は，ドイツを4つの占領地区に分割した（ドイ
ツ占領地区に関する決定，1945．6．5）。そして，最高権
力は，個々の占領地区の軍司令官に委譲され，各軍司令
官は，その処理を，管理理事会Kontrollrat：Control
Councilによって調整した。同理事会は，対ドイツ管理
機構に関する決定によって骨子が定められ，毎月10，
20，30日にベルリンのアメリカ占領地区内にある旧大審
院Kammergerichtの建物で開会され，全会一致制で
運営された。
　しかし，米ソ両国の対立を反映して，ドイツの4国管
理体制は，順調には進まなかった。1946年（7，20）にな
って，管理理事会の席上で，アメリカ代表マックナーニ
ーMcNarneyは，バーソズByrnes国務長官の訓令に
より占領地区の経済的統合を提案した。同長官は，9月
6日シュトットガルト演説において，アメリカ政府がド
イツに臨時のドイツ政府をすみやかに設置することに賛
成であり，臨時政府は，ラント首相によって組織される
ドイツ国民会議German　National　Councilでなければ
ならず，同会議は，ドイツの連邦憲法草案の作成にあた
るべきこと，を述べた。イギリスのベビン外相も，これ
に賛成した（10．22議会演説）。
　同年12月2日，米英占領地区の経済統合に関する協定
が発表された。そして，47年5月29日の米英両占領地区
の「経済的諸機関の再編成に関する協定」により，ドイ
ツ側の機関として，経済審議会Wirtschaftsrat：Econ・
omic　Council，占領国側の機関として，両国軍政府長官
会議Bipartite　Board等を設置した。両地区の統合行
政機構の権限は，当初は，経済的事項に限られていた
が，次第に，行政的，政治的統合も志向されて行った
（47．5．29，軍政府命令）。仏占領地区（ザール地域を除
く）は，1949年4月4日，米英統合地区に合併統合され
た。
　三　ボン基本法の制定
　1947年12月に開催されたロンドン4国（米英仏ソ）外
相会議の決裂のあと，1948年2月23日から同地で3国
　（米英仏）会議が開かれ，26日からは，ベネルックス3
国の代表も参加して協議した結果，対ドイツ・コミュニ
ヶ　Londoner　Deutschland－Kommuniqueが発せられ
た。その中で，6国は，ドイッ統一一一の問題におけるドイ
ツ人の積極的な役割を期待した。このコミュニケを実施
するため，7月1日から米英仏3国軍政府長官は，西ド
イツ11ラント首相とフラソクフルトで会合し，ドイツ側
に対し，憲法議会を9月1日迄に開催し，49年始めまで
に，連邦制政府を樹立するよう提案した（フランクフル
ト通告）。
　ラント首相たちは，コブレソツに集まり，西ドイツに
国家の性格を与えまいとする回答（コブレンツ回答）を
行なったが，占領国軍政府側は，それに満足せず，首相
たちは，再び，ニーダーワルトNiederwaldに集まり，
協議した結果，前記提案を，基本的に，受諾した。そし
て，7月26日首相たちと軍政長官たちの会談が，再びフ
ランクフルトで行なわれた。
　この交渉を通じて看取される重要な点は，この段階
で，西ドイツのラント首相会議が，各ラソトの機関とし
ての地位を超えて，西ドイツ全体を，暫定的にもせよ代
表する，一種の「連邦機関」の性格を帯びるに至ったと
いう点である。
　ヘレンヒームゼーHerrenchiemseeひこおける憲法会
議（8．10－8．22）が憲法草案を起草した後，1948年9月
1日からボンの教育大学校舎において，基本法制定のた
めの議会的審議会（憲法審議会）が開催された。占領軍
政府との折衝等の末，同会議は，1949年5月8日，53対
12で，ボン基本法を可決した。
　これに対抗して，ソビエト占領下の東ドイツにおいて
は，同年5月30日，ドイツ民主共和国憲法が制定され
た。
　四　ボン・パリ条約の締結
　1．戦争状態終結　1949年11月9日から，米英仏3国
外相は，西ドイツを西欧共同体に参加させるため，西ド
イツ政府の権限拡大を意図してパリで会合した結果，3
国高等弁務官とアデナウアー首相との間に交渉が行なわ
れ，西ドイツの国際機構参加を認めるペータスブルグ協
定が締結された。
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　1950年秋のニューヨークにおける3国外相会議におい
て，ドイツとの戦争状態終結手続の開始が，協議され，
1951年3月6日の占領条例改訂によって，西ドイツ政府
は，外務省を置き，みずから外交関係を処理する権限が
認められるに至った。それにより，3国およびすでに領
事を派遣している国と高等弁務官が認める国に，外交使
節を派遣することになった。
　1951年7月6日英仏，10月19日米国が，ドイツに対す
る戦争状態終結宣言を行なった。
　2．ボン諸条約の締結　1951年11月21－22日に，パリ
で行なわれた3国外相とアデナウアー首相との会談の
後，1952年5月26日，ドイツの主権回復に関する条約
Convention　on　Relationd　between　the　Three　Powers
and　the　Federal　Republic　Gf　Germany（いわゆるボ
ン平和協約）および関連諸条約がボソで作成された。そ
して，その翌日，パリで，仏伊・ベネルヅクス3国に西
ドイツを加えた6国によるヨーロッパ防衛共同体条約が
作成された。
　しかし，これらの諸条約の批准は遅れ，かつ，1954年
8月30日フランス国民議会の防衛共同体条約批准拒否に
よって，ボソ諸条約も，日の目を見ないことになった。
　3．パリ諸条約の締結　西ドイツの主権回復と西欧防
衛体制への編入を目指して交渉が進められた結果，1954
年10月23日，西ドイツの主権回復についての一連の条約
と新西欧連合創設条約，西ドイツのNATOへの参加に
関する条約（いわゆるパリ諸条約）がパリで，作成され
た。
　パリ諸条約は，1955年5月5日発効し，ここに，西ド
イツは主権を回復し，西欧連合にも加盟，翌6日には，
NATOにも加盟した。
　これに対し，ソビエトは，1955年1月25日，ドイツに
対する戦争終結宣言をしていたが，同年9月モスクワに
おけるソ・西独会談（9．9－9．13）の結果，共同コミュ
ニケで両国の国交樹立を宣言した。そして，ソ・東独会
談（9．17－9．20）の後，「ソ連邦とドイツ民主共和国との
関係に関する条約」によって，東ドイツの主権も回復さ
れた。
　しかし，ドイツの主権回復にも拘らず，全ドイツの統
一問題とベルリン問題については，旧占領4国に権限
が，なお留保された。（1968年3月27日西側3国は占領法
規の留保権の消滅を通告し，さらに，1968年5月30日，
連邦議会による「非常事態法」の可決に伴い，「戦争及び
占領から生じた諸問題の調整に関する条約」（54．10．23）
が廃棄され，占領3国の権限留保が解消した後も，この
点の留保は，なお，残っている）。
　そして，旧ドイツ領土内には，これ以外にも，フラン
スの影響下に立つザールラソト地域やソビエト，ポーラ
ンドの占領下に置かれた東方地域が存在した。
　五　東方条約の締結
　以上のような経緯をへて，ドイツ連邦共和国とドイツ
民主共和国の並存の状態が現出し，一般に，「分裂国家」，
「分断国家」などとも呼ぼれる状態となった。それは，
ドイツ人自体の意思によるものではなく，第二次大戦後
の米ソ両国を両極とする東西両陣営の対立と，それを反
映したドイツ占領諸国の政策の結果であった。
　アデナウアーの時代の政策は，東ドイツを無視し，や
がては抹殺し，オーデル・ナイセ以東の東方地域を奪回
するにあった。西ドイツこそが，ドイツを代表する唯一
の国家であり，したがって，（戦勝国たるソビ＝・・ト以外の
国が）東ドイツを承認する行為は，西ドイツに対する非
友好的行為とみなして，その国との関係を再考慮する，
という・・ルシュタインHaUsteine原則（1955．12，9）が
採用された。
　しかし，国際清勢の変化に伴い，このような硬直した
政策に対する見直しが必要になった。1966年12月1日，
CDU／CSUとSPDとのいわゆる「大連合」によって成
立したキージンガー内閣の外相兼副首相となったプラン
トは，1967年以降，東欧諸国との経済交流をはかり，同
年1月31日，西ドイツ政府は，ルーマニアとの国交を樹
立して，・・ルシ＝タイン原則と決別した。1969年10月21
日のプラント内閣成立（SPD，　FDPの連立）以降，対東
欧和解政策は，さらに進展し，1969年11月，核不拡散条
約に参加，12月8日には，東方政策につぎソビエトと予
備交渉に入った。
　1970年8月12日，プラントはモスクワを訪れて，武力
不行使などを含むモスクワ条約に署名，12月7日には，
「ポーランドとの国交正常化の基礎に関する条約」（ワ
ルシャワ条約）に署名した。1971年初頭には，これら
「東方条約」の批准をめぐって連邦議会で激論がたたか
わされたが，1971年9月3日，米英仏ソ大使VCよる東西
ベルリンと両独との交通条件を協定した「ベルリンに関
する4国協定」（ベルリン大使協定）が作成され，1972
年5月12日には，両ドイツ間で交通問題に関する条約が
署名され，5月17日，連邦議会は，モスクワ条約，ワル
シャワ条約の批准を承認した。
　さらに，1972年12月21日には，両ドイツ間に「ドイツ
連邦共和国とドイツ民主共和国との基本に関する条約」
　（基本条約）Grundvertragが署名された。1973年5月
11日，連邦議会は，その批准を承認し，同条約は，6月
21日発効した。
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　同条約は，その前文において，「条約当事者は，平和
維持に対するそれぞれの責任を自覚し，ヨーロッパにお
ける緊張緩和と安全に寄7しようと努力し，国境の不可
侵，ヨーロッパのすべての国の領土保全及び現在のそれ
ぞれの国境内における主権の尊重が，平和のための基本
的条件であることを認識し，双方のドイツ国家が，それ
ゆえ，その相互関係において，力の威嚇や行使を差し控
えるべきことを認め，歴史的現実から出発し，そして，
ドイツ連邦共和国とドイツ民主共和国との異なった見解
の基礎となっている国籍問題を含む諸問題とは無関係
に，両ドイツ国家における人間の幸福のためにドイツ連
邦共和国とドイツ民主共和国との間の協力のための前提
を作るとの希望に導かれて，次の通り協定した」と，述
べている。
　この条約については，その合憲性が争われ，連邦憲法
裁判所に提訴された。1973年7月31日言渡した判決の中
で，裁判所は，「ドイツ民主共和国は，国際法的意味に
おいては，国家なのであり，つまり，国際法主体なので
ある。この確認は，しかし，ドイツ連邦共和国によるド
イツ民主共和国の国際法的承認とは，無関係である。こ
のような承認を，ドイツ連邦共和国は，単に公式に表明
したことが無いだけではなく，むしろ逆に，繰り返し，
明白に拒否している。……この条約は，その形式におい
ては，国際条約であるが，その特別な内容によれば，就
中，対内関係inter－se－Beziehungenを規律する条約で
ある」と判示した。
　そして同年9月22日には，両ドイツは，揃って，国際
連合への加盟が承認された。
　むすび
　本稿では，「まえがき」に記した設問については，そ
の何れについても，強いて，回答を記さないことにし
た。その回答は，さらに詳しい検討を俊って行なうべき
だ，と筆者は，現在の時点で，考えるからである。従っ
て，本稿では，その前提，参考となる若干の歴史的経緯
を記載するにとどめた。
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